
引用条文一覧 ― 沖縄県宅地建物取引業協会 実務研修会（令和 8 年 8 月 20 日）― 

【民法（現行）― 代理】 

第 99 条 代理人がその権限内において本人のためにすることを示してした意思
表示は、本人に対して直接にその効力を生ずる。 
２ 前項の規定は、第三者が代理人に対してした意思表示について準用する。 
第 100 条 代理人が本人のためにすることを示さないでした意思表示は、自己
のためにしたものとみなす。ただし、相手方が、代理人が本人のためにするこ
とを知り、又は知ることができたときは、前条第一項の規定を準用する。 
第 109 条 第三者に対して他人に代理権を与えた旨を表示した者は、その代理
権の範囲内においてその他人が第三者との間でした行為について、その責任を
負う。ただし、第三者が、その他人が代理権を与えられていないことを知り、
又は過失によって知らなかったときは、この限りでない。 
２ 第三者に対して他人に代理権を与えた旨を表示した者は、その代理権の範
囲内においてその他人が第三者との間で行為をしたとすれば前項の規定により
その責任を負うべき場合において、その他人が第三者との間でその代理権の範
囲外の行為をしたときは、第三者がその行為についてその他人の代理権がある
と信ずべき正当な理由があるときに限り、その行為についての責任を負う。 

【民法（現行）― 相隣関係】 

第 214 条 土地の所有者は、隣地から水が自然に流れて来るのを妨げてはなら
ない。 

【民法（現行）― 不法行為（事例Ⅰ）】 

第 709 条 故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害
した者は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。 
第 716 条 注文者は、請負人がその仕事について第三者に加えた損害を賠償す
る責任を負わない。ただし、注文又は指図についてその注文者に過失があった
ときは、この限りでない。 
第 717 条 土地の工作物の設置又は保存に瑕疵があることによって他人に損害
を生じたときは、その工作物の占有者は、被害者に対してその損害を賠償する
責任を負う。ただし、占有者が損害の発生を防止するのに必要な注意をしたと
きは、所有者がその損害を賠償しなければならない。 
２ 前項の規定は、竹木の栽植又は支持に瑕疵がある場合について準用する。 
３ 前二項の場合において、損害の原因について他にその責任を負う者がある
ときは、占有者又は所有者は、その者に対して求償権を行使することができ
る。 

【民法（現行）― 損害賠償】 

第 415 条 債務者がその債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行
が不能であるときは、債権者は、これによって生じた損害の賠償を請求するこ
とができる。ただし、その債務の不履行が契約その他の債務の発生原因及び取
引上の社会通念に照らして債務者の責めに帰することができない事由によるも
のであるときは、この限りでない。 
２ 前項の規定により損害賠償の請求をすることができる場合において、債権
者は、次に掲げるときは、債務の履行に代わる損害賠償の請求をすることがで
きる。 
一 債務の履行が不能であるとき。 
二 債務者がその債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 
三 債務が契約によって生じたものである場合において、その契約が解除さ
れ、又は債務の不履行による契約の解除権が発生したとき。 
第 416 条 債務の不履行に対する損害賠償の請求は、これによって通常生ずべ
き損害の賠償をさせることをその目的とする。 
２ 特別の事情によって生じた損害であっても、当事者がその事情を予見すべ
きであったときは、債権者は、その賠償を請求することができる。 
第 418 条 債務の不履行又はこれによる損害の発生若しくは拡大に関して債権
者に過失があったときは、裁判所は、これを考慮して、損害賠償の責任及びそ
の額を定める。 

【民法（現行）― 解除・契約不適合】 

第 541 条 当事者の一方がその債務を履行しない場合において、相手方が相当
の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、相手方
は、契約の解除をすることができる。ただし、その期間を経過した時における
債務の不履行がその契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、
この限りでない。 
第 542 条 次に掲げる場合には、債権者は、前条の催告をすることなく、直ち
に契約の解除をすることができる。 
一 債務の全部の履行が不能であるとき。 
二 債務者がその債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 
三 債務の一部の履行が不能である場合又は債務者がその債務の一部の履行を
拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をし
た目的を達することができないとき。 
四 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に
履行をしなければ契約をした目的を達することができない場合において、債務
者が履行をしないでその時期を経過したとき。 
五 前各号に掲げる場合のほか、債務者がその債務の履行をせず、債権者が前
条の催告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがな
いことが明らかであるとき。 
２ 次に掲げる場合には、債権者は、前条の催告をすることなく、直ちに契約
の一部の解除をすることができる。 
一 債務の一部の履行が不能であるとき。 
二 債務者がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 
第 562 条 引き渡された目的物が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適
合しないものであるときは、買主は、売主に対し、目的物の修補、代替物の引
渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、
売主は、買主に不相当な負担を課するものでないときは、買主が請求した方法
と異なる方法による履行の追完をすることができる。 
２ 前項の不適合が買主の責めに帰すべき事由によるものであるときは、買主
は、同項の規定による履行の追完の請求をすることができない。 
第 563 条 前条第一項本文に規定する場合において、買主が相当の期間を定め
て履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完がないときは、買主は、そ
の不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。 
２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる場合には、買主は、同項の催告をす
ることなく、直ちに代金の減額を請求することができる。 
一 履行の追完が不能であるとき。 
二 売主が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 
三 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に
履行をしなければ契約をした目的を達することができない場合において、売主
が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。 
四 前三号に掲げる場合のほか、買主が前項の催告をしても履行の追完を受け
る見込みがないことが明らかであるとき。 
３ 第一項の不適合が買主の責めに帰すべき事由によるものであるときは、買
主は、前二項の規定による代金の減額の請求をすることができない。 
第 564 条 前二条の規定は、第四百十五条の規定による損害賠償の請求並びに
第五百四十一条及び第五百四十二条の規定による解除権の行使を妨げない。 
第 565 条 前三条の規定は、売主が買主に移転した権利が契約の内容に適合し
ないものである場合（権利の一部が他人に属する場合においてその権利の一部
を移転しないときを含む。）について準用する。 
第 566 条 売主が種類又は品質に関して契約の内容に適合しない目的物を買主
に引き渡した場合において、買主がその不適合を知った時から一年以内にその
旨を売主に通知しないときは、買主は、その不適合を理由として、履行の追完
の請求、代金の減額の請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることができ
ない。ただし、売主が引渡しの時にその不適合を知り、又は重大な過失によっ
て知らなかったときは、この限りでない。 

【民法（現行）― 消滅時効】 

第 166 条 債権は、次に掲げる場合には、時効によって消滅する。 
一 債権者が権利を行使することができることを知った時から五年間行使しな
いとき。 
二 権利を行使することができる時から十年間行使しないとき。 
２ 債権又は所有権以外の財産権は、権利を行使することができる時から二十
年間行使しないときは、時効によって消滅する。 
３ 前二項の規定は、始期付権利又は停止条件付権利の目的物を占有する第三
者のために、その占有の開始の時から取得時効が進行することを妨げない。た
だし、権利者は、その時効を更新するため、いつでも占有者の承認を求めるこ
とができる。 

【改正前民法（2020 年 4 月 1 日施行前）】 

旧第 566 条 売買の目的物が地上権、永小作権、地役権、留置権又は質権の目
的である場合において、買主がこれを知らず、かつ、そのために契約をした目
的を達することができないときは、買主は、契約の解除をすることができる。
この場合において、契約の解除をすることができないときは、損害賠償の請求
のみをすることができる。 
２ 前項の規定は、売買の目的である不動産のために存すると称した地役権が
存しなかった場合及びその不動産について登記をした賃貸借があった場合につ
いて準用する。 
３ 前二項の場合において、契約の解除又は損害賠償の請求は、買主が事実を
知った時から一年以内にしなければならない。 
旧第 570 条 売買の目的物に隠れた瑕疵があったときは、第五百六十六条の規
定を準用する。ただし、強制競売の場合は、この限りでない。 
旧第 572 条 売主は、第五百六十条から前条までの規定による担保の責任を負
わない旨の特約をしたときであっても、知りながら告げなかった事実及び自ら
第三者のために設定し又は第三者に譲り渡した権利については、その責任を免
れることができない。 

【宅地建物取引業法】 

第 40 条（現行） 宅地建物取引業者は、自ら売主となる宅地又は建物の売買契
約において、その目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しない場合
におけるその不適合を担保すべき責任に関し、民法（明治二十九年法律第八十
九号）第五百六十六条に規定する期間についてその目的物の引渡しの日から二
年以上となる特約をする場合を除き、同条に規定するものより買主に不利とな
る特約をしてはならない。 
２ 前項の規定に反する特約は、無効とする。 
旧第 40 条 宅地建物取引業者は、自ら売主となる宅地又は建物の売買契約にお
いて、その目的物の瑕疵を担保すべき責任に関し、民法（明治二十九年法律第
八十九号）第五百七十条において準用する同法第五百六十六条第三項に規定す
る期間についてその目的物の引渡しの日から二年以上となる特約をする場合を
除き、同条に規定するものより買主に不利となる特約をしてはならない。 
２ 前項の規定に反する特約は、無効とする。 

【借地借家法】 

第 38 条 期間の定めがある建物の賃貸借をする場合においては、公正証書によ
る等書面によって契約をするときに限り、第三十条の規定にかかわらず、契約
の更新がないこととする旨を定めることができる。この場合には、第二十九条
第一項の規定を適用しない。 
２ 前項の規定による建物の賃貸借の契約がその内容を記録した電磁的記録に
よってされたときは、その契約は、書面によってされたものとみなして、同項
の規定を適用する。 
３ 第一項の規定による建物の賃貸借をしようとするときは、建物の賃貸人
は、あらかじめ、建物の賃借人に対し、同項の規定による建物の賃貸借は契約
の更新がなく、期間の満了により当該建物の賃貸借は終了することについて、
その旨を記載した書面を交付して説明しなければならない。 
４ 建物の賃貸人は、前項の規定による書面の交付に代えて、政令で定めると
ころにより、建物の賃借人の承諾を得て、当該書面に記載すべき事項を電磁的
方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方
法であって法務省令で定めるものをいう。）により提供することができる。こ
の場合において、当該建物の賃貸人は、当該書面を交付したものとみなす。 
５ 建物の賃貸人が第三項の規定による説明をしなかったときは、契約の更新
がないこととする旨の定めは、無効とする。 
６ 第一項の規定による建物の賃貸借において、期間が一年以上である場合に
は、建物の賃貸人は、期間の満了の一年前から六月前までの間（以下この項に
おいて「通知期間」という。）に建物の賃借人に対し期間の満了により建物の
賃貸借が終了する旨の通知をしなければ、その終了を建物の賃借人に対抗する
ことができない。ただし、建物の賃貸人が通知期間の経過後建物の賃借人に対
しその旨の通知をした場合においては、その通知の日から六月を経過した後
は、この限りでない。 
７ 第一項の規定による居住の用に供する建物の賃貸借（床面積（建物の一部
分を賃貸借の目的とする場合にあっては、当該一部分の床面積）が二百平方メ
ートル未満の建物に係るものに限る。）において、転勤、療養、親族の介護そ
の他のやむを得ない事情により、建物の賃借人が建物を自己の生活の本拠とし
て使用することが困難となったときは、建物の賃借人は、建物の賃貸借の解約
の申入れをすることができる。この場合においては、建物の賃貸借は、解約の
申入れの日から一月を経過することによって終了する。 
８ 前二項の規定に反する特約で建物の賃借人に不利なものは、無効とする。 
９ 第三十二条の規定は、第一項の規定による建物の賃貸借において、借賃の
改定に係る特約がある場合には、適用しない。 

※現行条文は令和 8 年 8 月 19 日現在。旧民法・旧宅建業法は令和 2 年 4 月 1 日施行前の条文。出典：e-Gov 法令検索。 


